
東京都北区不燃化特区内における不燃化促進助成要綱 

 

２北まま第３９３０号 

令和３年 ２月 ５日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、震災時の大規模な市街地火災及び都市機能の低下を防ぐため、木造

住宅密集地域のうち、特に改善を必要としている地区として、東京都不燃化推進特定整

備地区制度要綱（平成２５年３月２９日２４都市整防第５９８号。以下「都要綱」とい

う。）第５条第１項の規定により指定された地区（以下「不燃化特区」という。）内での

除却や又は建替え等を行う者に対し助成をすることにより、不燃化を推進し、地域の防

災性を向上させることを目的とする。 

 

（用語の意義） 

第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおりとす

る。 

一 老朽建築物 次に掲げるいずれかに該当する建築物をいう。 

 ア 耐用年限（減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）別表第１に定める耐用年数をいう。）の３分の２を超過している建築物 

 イ 災害その他の理由により、アと同程度の機能の低下を生じていると区の調査によ

り認められた建築物 

 ウ イに定めるもののほか、区の調査によって危険であると認められ、適正な管理が

なされていない建築物 

二 中小企業者等 次に掲げるいずれかに該当するものをいう。 

ア 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に規定するもの 

イ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）第２条

第１号に規定する一般社団法人等 

 三 建築物等 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に規定する建築

物、擁壁、広告物、植栽（立木を含む。）等をいう。 

四 店舗等 店舗及び事務所等の部分をいい、住居に併設されるものを含む。ただし、

風俗営業等の規制及び業務の適正化に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第１項の風俗営業及び同条第５項の性風俗関連特殊営業の用に供されるものを除く。 

五 共同住宅等 １つの建築物に複数の住戸を持つ建築物で、当該各住戸に居住する者

全員が親族関係にないものをいう。 

六 壁面後退区域 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１２条の４第１項各号

に規定する地区計画等で規定された壁面の位置の制限が存する区域をいう。 

 



（助成の対象となる事業） 

第３条 この要綱に基づく助成（以下「助成」という。」の対象となる事業（以下「助成対

象事業」という。）は、次に掲げるとおりとする。 

一 除却事業 

二 建替え事業 

三 店舗建替え事業 

四 壁面後退事業 

 五 老朽空家支援事業 

２ 第１項第２号又は第３号の事業は、同項第１号の事業と併用して助成を受けることが

できる。 

３ 第１項第４号の事業は、同項第１号の事業（不燃化特区の整備プログラムに基づく除

却に係る助成を含む。）、同項第２号及び第３号の事業（不燃化特区の整備プログラムに

基づく建替えに係る助成を含む。）並びに東京都北区木造民間住宅耐震改修事業実施要綱

（平成２１年５月１８日２１北ま建第１１５６号）に基づく耐震建替え工事費助成に係

る事業とは併用して助成を受けることができない。 

４ 助成は、予算の範囲内において執行するものとする。 

 

（助成の対象となる者） 

第４条 助成の対象となる者（以下「助成対象者」という。）は、次の各号に掲げるとおり

とする。 

一 前条第１項第１号、第４号及び第５号の事業に係る助成の対象となる者 次に掲げ

る要件の全てを満たす者 

ア 助成の対象となる建築物等を所有している者（共有の場合は、全ての共有者によ

って合意された代表者とする。）又は当該建築物等の存する土地の所有者（土地の所

有者と当該建築物等の所有者が異なる場合は、当該建築物等の所有者全員による承

諾を得た者とする。）であること。 

イ 当該建築物等を除却する者であること。 

ウ 個人又は中小企業者等であること。 

エ 住民税（中小企業者等にあっては、法人住民税とする。）を滞納していないこと。 

二 前条第１項第２号及び第３号の事業に係る助成の対象となる者 前号ウ及びエの要

件に加え、次に掲げる要件の全てを満たす者 

ア 当該建築物等の建築主であること。 

イ 当該建築物等の所有者になる者（共有の場合は、全ての共有者によって合意され

た代表者とする。）であること。 

ウ 当該地において、不燃化特区の整備プログラムに基づく除却に係る助成を過去５

年以内に受けている者であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、助成対象者となることができない。 



一 不動産販売又は不動産貸付を業とする者であって、当該業のために助成対象事業を

行うもの 

二 東京都北区暴力団排除条例（平成２４年６月東京都北区条例第２４号）第２条第２

号及び第３号に規定する暴力団員及び暴力団関係者 

３ 第１項の規定にかかわらず、区長が特に必要と認める者については、助成対象者とす

ることができる。 

 

（助成の対象となる建築物等） 

第５条 助成の対象となる建築物等（以下「助成対象建築物」という。）は、不燃化特区内

に存する又は存することとなる建築物であって次に掲げるものとする。 

一 第３条第１項第１号の事業の助成対象建築物 老朽建築物であるもの 

二 第３条第１項第２号の事業の助成対象建築物 次に掲げる要件を全て満たすもの 

ア 耐火建築物等（建築基準法第５３条第３項第一号イに規定する耐火建築物等をい

う。以下同じ。）又は準耐火建築物等（同号ロに規定する準耐火建築物等をいう。以

下同じ。）とするものであること。 

イ 建築物の形状、外壁等の色彩は、周辺の環境に配慮したものであること。 

ウ 敷地が６５㎡以上であること。ただし、次のいずれかに該当する６５㎡未満の土

地についてその全部を一つの敷地として使用する場合は、この限りでない。 

（ア）この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）において、現に建築物の敷地

として使用されている土地又は現に存する所有権その他の権利に基づいて建築

物の敷地として使用することとなる土地 

（イ）施行日後に不燃化特区の指定を受けた地区においては、当該指定を受けた日

において、現に建築物の敷地として使用されている土地又は現に存する所有権

その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用することとなる土地 

（ウ）都市計画法第４条第１４項に規定する公共施設（以下「公共施設」という。）

の整備により分割された土地 

（エ）公共施設の整備により代替地として譲渡された土地 

（オ）不燃化特区の整備プログラムにおいて、拡幅し、又は新設する計画道路等の

整備により分割された土地 

エ 仮設建築物でないもの 

オ 区が定める地区計画に適合するもの 

三 第３条第１項第３号の事業の助成対象建築物 前号の規定に加え次に掲げる要件を

全て満たすもの 

ア 従前の建築物が店舗等であるもののうち、防災上、相対的に火災の可能性が高い

建築物であること。 

イ 従後の建築物に店舗等を含む建築物であること。 

ウ 不燃化特区のうち、別に定める店舗等加算助成区域内に存する建築物であること。 



四 第３条第１項第４号の事業の助成対象建築物 次に掲げる要件を全て満たすもの 

 ア 不燃化特区のうち、別に定める特定地区防災施設（避難経路）に定める当該地区

計画等で規定する壁面後退区域内（建築物の一部が当該壁面後退区域にかかる場合

にあっては、当該区域にかかる部分）のものであること。 

イ 建築基準法の道路の現況境界線から当該後退線までの距離が平均１０センチメー

トル以上であること。 

ウ 壁面後退の面積が合計で１平方メートル以上であること。ただし、東京都北区居

住環境整備指導要綱（平成４年１２月３日４北環住第２８４号）に基づく公開空地

の部分の面積は除く。 

五 第３条第１項第５号の事業の助成対象建築物 次に掲げる要件を全て満たすもの 

  ア 区又は北区土地開発公社（以下「区等」という。）が当該敷地の購入を了承し、当

該建築物等の除却後に区等に土地を売却するものであること。 

  イ 老朽建築物であること。 

  ウ 当該建築物を使用しなくなったときから、３箇月以上経過していること。 

  エ 敷地面積（建築基準法第４２条第２項に規定する道路に面する場合は、後退後の

面積）が、６５㎡以上あるものであること。ただし、都市計画道路環状７号線及び

放射第１０号線の沿道３０ｍ以内の区域については、８０㎡以上あるものであるこ

と。 

  オ 建築基準法第４３条の規定を満たす敷地であるものであること。 

カ 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第３条第２号から第４号までに規定する道

路又は東京都北区管理通路条例（平成９年１２月東京都北区条例第４７号）第３条

第１号及び第２号に規定する区管理通路に接していること。 

  キ 前面道路の幅員が現況で２．７ｍ以上確保されていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該建築物が次のいずれかに該当するものは、助成対象建

築物としない。 

一 都市計画法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域内（建築物の一部が当該都

市計画施設の区域にかかる場合にあっては、当該区域にかかる部分）のもの。ただし、

第３条第１項第１号の事業にあっては、この限りでない。 

二 都市計画法第１２条第１項第４号に規定する市街地再開発事業の施行区域内（建築

物の一部が当該施行区域にかかる場合にあっては、当該施行区域にかかる部分）のも

の 

三 不燃化特区の整備プログラムにおいて、拡幅し、又は新設する計画道路等の区域内

（建築物の一部が当該計画道路等の区域にかかる場合にあっては、当該区域にかかる

部分）のもの 

四 不燃化特区の整備プログラムにおいて、拡幅し、又は新設する計画道路等の区域内

に建築物を設置するもの及び交通の妨げとなる広告物、自動販売機、花壇等の工作物

等を設置しようとするもの 



五 国、地方公共団体その他の団体から第３条に規定する各事業に係る助成と同種の助

成を受けているもの 

 

（助成の対象となる事業費） 

第６条 助成の対象となる事業費（以下「助成対象費」という。）は、次に掲げるとおりと

する。 

一 第３条第１項第１号及び第５号の事業の助成対象費 次に掲げるもの 

ア 当該対象建築物等の解体除却工事費 

イ アの除却後の敷地の整地費 

二 第３条第１項第２号の事業の助成対象費 次に掲げるもの 

ア 建築設計費 

イ 工事監理に要する費用  

三 第３条第１項第３号の事業の助成対象費 前号に規定するものに加え、当該建築物

の店舗等の建設に要する費用 

 

（助成金の交付額） 

第７条 助成金の交付額は、次に掲げるとおりとする。 

一 第３条第１項第１号の事業の交付額 次に掲げる額のうち、いずれか少ない額 

ア 前条第１項第１号に規定する助成対象費のうち実際に要した費用の合計額 

イ 東京都不燃化推進特定整備事業補助金交付要綱（平成２５年４月１２日２５都市

整防第４９号。以下「交付要綱」という。）第９条の表中、老朽建築物除却助成支援

のうち除却費の補助対象事業費において、別に定める国単価により所有者負担なし

として積算した事業費の額（次号に掲げる場合を除く。）。この場合において、当該

額は、次条第１項の規定による助成対象承認申請をした日を基準日として算出する

ものとする。 

ウ １６０万円 

二 第３条第１項第２号の事業の交付額 次に掲げる額のうち、いずれか少ない額 

ア 前条第１項第２号に規定する助成対象費のうち実際に要した費用の合計額 

イ 当該建築物が耐火建築物等である場合は９０万円、準耐火建築物等である場合は

８０万円 

三 第３条第１項第２号の事業のうち共同住宅等を建設する場合の交付額 次に掲げる

額のうち、いずれか少ない額 

ア 次に掲げる額のうち、いずれか少ない額に当該建築物の住宅部分に係る床面積を

当該建築物の延べ面積で除した数値を乗じた額の３分の２の額 

（ア）前条第１項第２号に規定する助成対象費のうち実際に要した費用の合計額 

（イ）交付要綱第１０条の表中、共同建替え助成支援のうち建築設計費の補助対象

事業費において算出した額 



イ 当該建築物が耐火建築物等である場合は４５０万円、準耐火建築物等である場合

は２００万円 

四 第３条第１項第３号の事業の交付額 第２号又は第３号の規定により算定した額に、

次に掲げる額のうち、いずれか少ない額を加えた額 

ア 前条第１項第３号に規定する助成対象費のうち実際に要した費用に、当該建築物

の店舗等の部分に係る床面積を当該建築物の延べ床面積で除した数値を乗じた額 

イ １００万円 

五 第３条第１項第４号の事業の交付額 次の表に掲げる助成対象面積（壁面後退線、

建築基準法の道路境界線及び隣地境界線で囲まれた部分）の区分に応じた額 

 

助成対象面積 金額 

１平方メートル以上２平方メートル未満 200,000 円 

２平方メートル以上３平方メートル未満 300,000 円 

３平方メートル以上４平方メートル未満 400,000 円 

４平方メートル以上５平方メートル未満 500,000 円 

５平方メートル以上６平方メートル未満 600,000 円 

６平方メートル以上７平方メートル未満 700,000 円 

７平方メートル以上８平方メートル未満 800,000 円 

８平方メートル以上９平方メートル未満 900,000 円 

９平方メートル以上 1,000,000 円 

 

六 第３条第１項第５号の事業の交付額 次に掲げる額のうち、いずれか少ない額 

ア 前条第１項第１号に規定する助成対象費のうち実際に要した費用の合計額 

イ 交付要綱第９条の表中、老朽建築物除却助成支援のうち除却費の補助対象事業費

において、別に定める国単価により所有者負担なしとして積算した事業費の額。こ

の場合において、当該額は次条第１項の規定による助成対象承認申請をした日を基

準日として算出するものとする。 

ウ ５００万円 

 

（承認申請） 

第８条 助成を受けようとする者は、対象建築物の工事着手の前までに助成対象承認申請

書（別記第１号様式）に、必要な書類を添えて区長に申請するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による申請を受けた場合は、現地を調査の上、その内容を審査し、

助成対象審査結果通知書（別記第２号様式）を申請者に通知するものとする。 

３ 前項の規定により助成対象の承認（以下「助成対象承認」という。）を受けた者（以下

「助成対象決定者」という。）は、第１項の規定により申請した内容を変更しようとする

ときは、速やかに助成対象変更申請書（別記第３号様式）に必要な書類を添えて区長に



申請するものとする。 

４ 区長は、前項の規定による申請を受けた場合は、その内容を審査し、助成対象変更審

査結果通知書（別記第４号様式）を申請者に通知するものとする。 

 

（工事の着手） 

第９条 助成対象決定者は、助成の対象となった事業（以下「対象事業」という。）に着手

をしたときは、速やかに事業着手届（別記第５号様式）に必要な書類を添えて、区長に

届け出るものとする。 

 

（立入調査及び状況報告） 

第１０条 区長は、必要に応じて助成対象決定者に対し、助成に係る敷地及び建築物に立

ち入り、調査することを求めることができる。 

２ 区長は、必要に応じて、助成対象決定者に対し、助成に係る工事等の遂行状況の報告

を求めることができる。 

 

（取りやめ） 

第１１条 助成対象決定者は、対象事業の実施が困難となったときは、速やかに事業取り

やめ届（別記第６号様式）により、区長に届け出るものとする。 

 

（工事完了報告及び交付申請） 

第１２条 助成対象決定者は、対象事業が完了したときは、速やかに事業完了報告書（別

記第７号様式）に必要な書類を添えて区長に届け出るものとする。 

２ 助成対象決定者は、対象事業が完了したときは、速やかに助成金交付申請書（別記第

８号様式）を区長に提出するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による交付申請を受けたときは、その内容の審査及び交付すべき

助成の額を確定したのち、交付対象審査結果通知書（別記第９号様式）を助成対象決定

者に通知するものとする。 

 

（助成金の請求及び支払） 

第１３条 前条第３項の規定により交付対象の決定を受けた者（以下「助成決定者」とい

う。）は、助成金請求書（別記第１０号様式）に必要な書類を添えて、区長に助成金の支

払を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに助成決定者に助成金を支払

うものとする。 

 

（助成金の交付申請期限） 

第１４条 第１２条第２項の規定による助成金交付申請の期限は、令和８年１月３１日と



する。 

（取消し） 

第１５条 区長は、助成対象決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成対象承

認を取り消すことができる。 

一 偽りその他不正の手段により、助成対象決定者となったとき。 

二 助成対象承認の際に付した条件に違反したとき。 

三 この要綱の規定に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成対象承認を取り消したときは、事業取消通知書（別記

第１１号様式）により、助成対象決定者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定により助成対象承認を取り消した際に、既に助成金が支払われて

いるときは、期限を定めてその返還を命じるものとする。 

 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、まちづく

り部長が別に定める。 

 

付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 


